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本研究の目的は，理系高学歴人材（理系の博士課程修了者）の企業内での人事労務管理およびそ
の処遇プレミアムを実証的に明らかにすることにある。
失業や就職難の問題は，洋の東西，時代の新旧を問わない資本主義社会に普遍的な問題であるが，
学校教育制度の頂点まで登りつめ，高い学歴を獲得した人材にとってもそれは例外ではない。
戦後日本において，博士課程修了者（以下，博士卒と記す）の多くが常勤学術職に就けないこと
が初めて社会的に認識されたのは，1970～80年代にかけてであった。多くの博士卒がスムーズに
常勤学術職に移行できず，オーバードクター（OD）として非常勤職を渡り歩いていた。その後，
1990年代前半に第２次ベビーブーム世代が大学進学を控え，大学定員の増大（すなわちそれは教
員定員の増大を意味する）によりOD問題は一時収束したかに見えた。
しかしその後も，政府の大学院重点化政策，科学技術創出立国を目指した科学技術基本計画（１）
による積極的な科学技術政策の展開により，理系高学歴人材の輩出はさらに拡大していくことにな
った。「学校基本調査」を見れば，ここ20年ほどで理系の博士卒は理学系で2.1倍，工学系で3.8倍，
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(1) 科学技術基本計画は，1995年に公布・施行された科学技術基本法に基づき，政府が科学技術の振興に関する
基本的な計画を策定したものである。３期（第１期1996-2000年，第２期2001-2005年，第３期2006-2010年）
に渡って行なわれてきたが，現在第４期計画の展開が進められつつある。特徴的なところでいえば，第１期に
「ポストドクター等１万人支援計画」が打ち出され，第３期には博士卒の学術職以外でのキャリア形成を支援す
る大学・公的機関の取り組みの推進が謳われた。
農学系で3. 2倍に増えていることがわかる（図1）（２）。
その一方で，現在高学歴者の就職がよくないことも「学校基本調査」からわかる。図２は，進学
の影響を取り除くために，各学歴段階の卒業生数から進学者数を引いた値を分母にとり，専攻別の
就職率を示したものである（３）。理系については学卒就職という点からすれば，修士卒が１番有利
であり，博士卒は修士卒どころか，学部卒よりも悪い状況にある。学部卒以降，学歴段階が高まる
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(2) 1990年から2010年にかけて理学系は634人から1,350人へ，工学系は937人から3,569人へ，農学系は332人
から1,073人へ，それぞれ増加している。
(3) 就職率＝就職者数／（卒業生数－進学者数）として計算した。
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図１　理系博士課程卒業者数の推移 
出所：文部科学省「学校基本調査」各年版 
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図２　学歴と就職率の関係 
出所：文部科学省「学校基本調査」2010年度版。 
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ほど就職率が低くなり，かつその水準も低い文系よりも良好という議論はあるかもしれないが，理
系高学歴人材のこのような就職状況は，政策の帰結として意図通りではないだろう。
近年，理系高学歴人材の就職難はポストドクター（PD）問題と呼ばれ，国立教育政策研究所・
日本物理学会キャリア支援センター（2009）は，①PDの絶対数の増加，②若手研究者の常勤ポス
トの減少，③PDの高齢化という３点においてPD問題はOD問題と異なっていることを指摘し，以下
のような問題認識を提起している。
このPD数の増加と高齢化が，現在のPD問題の深刻な側面である。安定した常勤学術職の方向
を探るとすれば，学術職では収まりきれず，一定数は，他分野の学問領域への進出や，企業・官
庁・学校教育などの職種へのキャリア変更を余儀なくされる。あるいは，より積極的には，PD
の能力や学問特性に特化した雇用を大学内部などに創出するか，個人で起業するなどが求められ
るのである。（４頁より引用）
同書は，PD問題により博士卒は「企業就職へのキャリア変更を余儀なくされる」ととらえるが，
本研究では，企業を博士卒のキャリア形成の場としてとらえ（４），企業の博士卒に対する処遇を明
らかにすることで，人事労務管理の視点からこの問題の解決への示唆を探る。
なぜ，博士卒の企業内処遇について実証分析を行うのか，その理由について追記しておこう。島
（2009）は，PDの就職問題が過度に大学院在籍者の不安をあおることのないようにする必要があ
るとの問題意識から，博士課程在籍者・PDの常勤学術職以外の就職について分析を行い，彼・彼
女らの半数近くが常勤学術職以外への就職を考え，３割程度が民間企業への就職活動を行っている
実態を明らかにした。また，民間企業への就職活動の結果，その約７割が就職に対するイニシアチ
ブを握ったかたちで意志決定ができていた事実から，理系高学歴人材の民間企業就職は決して「マ
イノリティ的行動」ではなく，そこに「開かれたパス」の存在を指摘する。
しかし，島（2009）のような研究がある反面，理系高学歴人材の社会的有効活用を彼・彼女達
の進路の多様化によって達成しようとする中でも，多様に開かれたといわれる常勤学術職以外での
キャリア形成について，その入職口から先の実情がほとんど明らかにされていない。換言すれば，
理系高学歴人材は，キャリア形成のために必要な合理的判断の材料となる実証的根拠をほとんど持
ち合わせていない。特に，企業内の処遇に関する情報は，次節の先行研究の整理でも見るように，
非常に乏しいのが実情である。理系高学歴人材は暗闇の中をさまよいながらキャリア形成をするほ
かにないのであろうか。多様に開かれた入口の先の実情が明らかになっていないことが島（2009）
のいう「不安をあおる」ことにつながっている可能性は大きい。そうであるならば，十分に明らか
にされていない入口の先に光を当てることが理系高学歴人材の就職問題を解決する糸口になると思
われる。本研究は，この点についての貢献を行なうものである。
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(4) 鎌谷朝之のアメリカ留学体験記などを読むと，博士卒が必ずしも学術職に固執しているわけではないこともわ
かる。様々な要因の違いはあろうが，鎌谷（2001）には大学に残ることをよしとせず，積極的に日本企業への
就職活動を行ない，製薬会社で専門を活かせる仕事に就いたことが記されている。
なお，本稿の構成は以下の通りである。続く第１節では，先行研究を概観する。第２節では，博
士卒の企業内での処遇プレミアムを修士卒と比較するかたちで理論化を行なう。そして，第３節で，
調査概要とデータの説明を行ない，第４節で，博士卒の処遇プレミアムの実証分析を行なう。最後
に，若干の議論とまとめを行なう。
１　先行研究
理系高学歴人材の就職やキャリア形成に関して，実証的にこのテーマを追究した研究は多くはな
い。社会的にみれば博士卒の実数は相対的にマイノリティであること，高学歴者の就職難よりもさ
らなる社会的弱者の救済にこそ研究や政策の注目が集まることを考えれば，それはある意味で当然
のことなのかもしれない。
OD問題に関しては，社会科学の実証分析課題というよりも，OD問題の解決をめざす若手研究者
団体連絡会（1981）や日本科学者会議（1983）などのように，当事者たちが声をあげることで調
査や問題解決への提言が行なわれてきた。
PD問題については，国立教育政策研究所・日本物理学会キャリア支援センター（2009）や奥井
（2009）が博士卒にアンケート調査・聞き取り調査を行なうことで彼・彼女らのキャリア形成上の
課題を明らかにしている。特に前者は大きなプロジェクト研究の成果であり，この分野の唯一の体
系的研究といえる。そこでは，PDが持つ将来の見通しに対する強い不安感と高齢化するPDの現状
が明らかにされ，メンタルとキャリア支援を兼ね備えた専門的なキャリアサポート体制の整備が提
唱されている。
また，北野（2010）は大学に対してアンケート調査を行い，大学内でのPDの業務内容，勤務時
間，待遇（給与）などの実態を明らかにしている。北野（2010）では，PDは若手研究者と位置づ
けられながら，「授業・試験監督補助」「学部主催行事補助」「大学院入試業務」「学部・大学院の教
育補助」といった大学の一般業務や教育補助業務を担当している実態が示されている。
理系修士卒と博士卒の賃金差を統計的に分析した研究としては，大谷（2004）がある。この研
究は，ある国立大学の卒業生調査の個票データを使った実証研究であり，学歴間で初任給格差は見
られないが，年齢を重ねるにつれて高学歴者の賃金がより増加することを明らかにしている。大谷
（2004）は，理系修士卒と博士卒の賃金差を明らかにした唯一ともいえる日本のデータを使った研
究であり，本研究の羅針盤となる優れた研究である。本研究は，卒業生調査ではなく，企業調査に
よって博士卒の処遇プレミアムを明らかにするという点，すなわち，供給側のデータではなく，需
要側のデータを使う点に違いがある。
その意味で，博士卒の企業内における状況や処遇に関しての研究蓄積は少ない。近しい研究とし
て，藤本（2005）があげられる。藤本（2005）は企業の科学・技術研究者の組織準拠性と労働移
動について，ローカル・マキシマム概念を用いて彼・彼女らの価値意識を分析するという興味深い
研究を行なっている（５）。ただし，本研究の分析課題からすれば，藤本（2005）の学歴に関する関
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(5) ローカル・マキシマムとは，多峰性関数におけるある限られた範囲での最大値であり，全体の中での最大値
心は薄く，博士卒の分析と言いきれない点に限界がある。
企業における博士卒の状況を調査したものとしては，日本経済団体連合会（2007）がある。こ
の調査では，①ほとんどの企業が博士卒に対する「採用枠」を設定していないこと，しかし，②採
用した企業の多くは求める人材を採用できていることが示されている。また，処遇については，同
年齢の修士卒と比較して③採用にあたって給与・処遇を優遇していないとする企業が約７割，④キ
ャリアパスについて特別な配慮をしている企業は約５割ということも明らかにされている。ここか
らは，博士卒の処遇プレミアムは大きくはないことが推察される。加えて，⑤給与については「業
績評価を基本とする」企業が約９割を占めていることも示されている。この調査も本研究の羅針盤
となる先進的な調査であり，企業における博士卒の人事労務管理について多くのことを明らかにし
ているが，分析が単純集計にとどまっている。
また，科学技術政策研究所が行なっている調査の中には博士卒の雇用状況を含むものもある
が（６），公表されているのは調査報告書が主であり，日本経済団体連合会（2007）同様，分析が記
述統計にとどまっている。
以上から，企業内における博士卒の処遇を実証的に検証した研究は皆無であることがわかる。本
研究は，企業内における博士卒の人事労務管理を実証的に明らかにすることで，博士卒のキャリア
形成への示唆を探るモノグラフである。
２　処遇プレミアムのかたち
企業内における博士卒従業員の処遇プレミアムを観察していくにあたって，まず，博士卒の初任
給とその後の賃金の上昇率を修士卒のそれと比較することで，処遇プレミアムのかたちを理論的に
明示する。換言すれば，博士卒と修士卒の賃金カーブの切片の高さと傾きの大小を比較することを
例にとり，処遇プレミアムがどのような理論で説明可能かを検討する。
まず，初任給の比較から，賃金カーブの切片の高さについて検討しよう。標準年限で考えた場合，
博士課程を修了した従業員は修士課程を修了して入社した者より３年の遅れがある。よって，年功
的な賃金制度がひかれている場合などを想定すれば，博士卒の初任給は修士卒の入社３年後の賃金
と等しくなる。この場合，博士課程教育は企業内での３年間のOJTと同じ教育的価値があるという
ことになる。
また，博士号が高度な職業能力を有する資格として認められる場合，博士卒の初任給は修士卒の
入社３年後の賃金よりも高い位置にプロットされることになる。これは３年間の博士課程教育が企
業内での３年間のOJTよりも高い教育的価値をもち，それが賃金（初任給）に反映されたことを意
味する。当然ながら，このかたちが博士課程教育の効果として大きく期待されるものである。この
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（グローバル・マキシマム）は別に存在するという数学的概念である。藤本（2005）の説明を要約すれば，企業
研究者の序列意識は，学会で共有される序列（グローバル・マキシマム）と産業界の中での序列（ローカル・マ
キシマム）の認識によっているということになる。
(6) 例えば，1968年より行なわれている「民間企業の研究活動に関する調査報告」はその代表的なものである。
場合，博士卒の賃金カーブの切片の高さは，修士卒の入社３年後の賃金よりも高いということにな
る。
その一方で，年齢を考慮する年功的な賃金制度ではなく，入社時において博士号が高度職業人と
しての資格であると認められないというような場合，博士卒の初任給は修士卒の入社３年後の賃金
よりも低い位置にプロットされることになる。勤続３年の修士卒の賃金より低いが修士卒の初任給
より高い，または修士卒の初任給と同等，あるいはそれ以下ということも考えられる。もしこれが
事実ならば，博士課程教育の効果は限りなくゼロに等しいかそれ以下ということになる。
この賃金カーブの切片の高さを説明する理論としてはBecker（1975）の人的資本理論がある。
人的資本理論は，教育によって個人の知識や技能が向上し，直接的に生産性が高まることを想定し
ている。人的資本理論に従えば，博士卒は修士卒よりも多くの教育投資を行っており，当然修士卒
よりも高い生産性を発揮できる。それは，入社時点で学歴間に生産性格差が存在していることを意
味し，結果，博士卒の初任給は修士卒の初任給や入社後３年の賃金よりも高くなると考えられる。
次に，賃金上昇率について確認しておこう。調査では博士卒と修士卒について，賃金の上昇率を
比較してもらっている。一般的に，博士卒と修士卒を比較した場合，博士卒は修士課程を修了して
いるわけであるから，少なくとも修士卒と同等程度の能力は有していると考えられ，学歴＝能力と
仮定すれば，修士卒の方が博士卒よりも賃金の上昇率が高くなることはないと考えられる。よって，
博士卒の賃金カーブの傾きは修士卒と同じかそれよりも急になると予想される。
賃金カーブの傾きの大小を説明する理論は２つある。１つは，先に示した人的資本理論である。
人的資本理論では，教育によって獲得した知識や技能が時間とともに陳腐化しなければ，教育投資
の差によって発生した当初の生産性の差はその後も維持されていくと想定されている。逆に，その
知識・技能が時間とともに陳腐化するのであれば，当初の差は縮小することになる（７）。ただ，人
的資本理論の想定では，賃金格差が拡大していくことを十分に説明できない。
賃金格差の拡大，すなわち，学歴が高い者の方が賃金カーブの傾きが急になることを説明するに
は，もう１つの理論であるThurow（1975）の仕事競争モデルを取り上げなければならない。仕事
競争モデルにおいて，生産性を発揮するために大切なのは，OJTを効率的に消化できる訓練可能性
（trainability）である。学歴は，この訓練可能性を最も忠実に反映する代理指標である。すなわち，
学歴の高い者ほど，自分が身に付けている知識と技能を活用しやすい仕事を獲得でき，またそのた
めのOJTの機会も潤沢に配分されることで，高学歴者の生産性はしだいにそうでない者よりも高く
なっていく。OJTを受けた後，生産性が高くなるのであれば，仮に初発において差がなくても，結
果として，賃金カーブが急になることでプレミアムが発生するということになる。
以上の議論を踏まえて，博士卒の初任給と賃金上昇率を修士卒と比較すると，観察されると思わ
れる両者の組み合わせは以下の６つになる。それを図示したものが図３である。
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(7) 時間とともに教育によって獲得した知識・技能が陳腐化するという人的資本理論の１つの考え方を積極的に採
用すれば，修士卒の方が博士卒よりも賃金カーブの傾きが急になる可能性は否定できない。しかし，後の実証分
析でも確認できるように，そのような状況はほとんど発生していないこと，また議論を行いやすくするために，
この想定は本研究では採用しない。
１. 初任給が勤続３年の修士卒の賃金よりも高く，その後の上昇率も修士卒より高い。
２. 初任給は勤続３年の修士卒の賃金より高いが，その後の上昇率は修士卒と同じ。
３. 初任給は勤続３年の修士卒の賃金と同じだが，その後の上昇率は修士卒より高い。
４. 初任給が勤続３年の修士卒の賃金と同じで，その後の上昇率も修士卒と同じ。
５. 初任給は勤続３年の修士卒の賃金より低いが，その後の上昇率は修士卒より高い。
６. 初任給が勤続３年の修士卒の賃金より低く，その後の上昇率も修士卒と同じ。
ただし，処遇プレミアムの種類は，以上で述べた初任給プレミアムと賃金上昇プレミアムだけで
はない。仕事競争モデルを考慮すると，博士卒への仕事の配分のあり方も重要な問題となる。初任
時の配属において，博士課程で身につけた高度な専門知識と技能を活かせる職場への配置や仕事の
配分があるかないかは，その後のOJTによって生産性が高まるか否かの分岐点になる可能性がある。
また，初任配属とその後のOJTのあり方は，企業内のより高いポジションに昇進していけるか否か
にも影響を与えるだろう。
本研究で想定する処遇プレミアムをまとめたものが表１である。本研究でいう処遇プレミアムに
は，初任給プレミアム，賃金上昇プレミアム，初任配属プレミアム，昇進プレミアムの４つのプレ
ミアムがある。これらは相互に関係し合う可能性のあるものであるが，本研究では以下のように処
遇プレミアムをとらえる。
労働者個々人のキャリア形成の視点からすれば，処遇プレミアムは，企業内キャリアの初発の時
点での初任時プレミアムと年月が経つにつれて発生する上昇プレミアムとしてとらえることができ
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図３　博士卒の賃金プレミアムのかたち
注：Wd は博士卒の初任給を，Wm+３は勤続３年の修士卒の賃金をあらわす。 
出所：筆者作成。 
賃金 
年齢 
る。初任時プレミアムは，賃金カーブの切片の高さとしての初任給プレミアムと効率的なOJTの消
化のために専門性を活かせる仕事が配分される初任配属プレミアムによって構成される。上昇プレ
ミアムは，賃金カーブの傾きとしての賃金上昇プレミアム，OJTを消化し，高い生産性を発揮した
結果としての昇進プレミアムによって構成される。
一方，人事労務管理の視点から処遇プレミアムを把握すれば，賃金カーブの切片の高さ（初任給
プレミアム）と傾き（賃金上昇プレミアム）の問題としての賃金プレミアム，企業内での仕事（初
任配属プレミアム）とポジション（昇進プレミアム）の配分の問題としての仕事プレミアムにまと
めることができる。
後の実証分析では，初任給と賃金上昇，初任配属と賃金上昇，初任配属と昇進の関係を検証する
ことで博士卒の処遇プレミアムの分析を行う。以下，企業人事部に対して行ったアンケート調査の
結果をもとに，博士卒の処遇プレミアムがどのようになっているのかを実証的に明らかにしていこ
う。
３　調査概要とデータ
分析には，筆者らが1998年９月に行なった「大学院卒業生の労働市場に関する調査」の個票デ
ータを使用する。この調査は，大学院教育のニーズを探るために企業人事部に対して行われた郵送
アンケート調査である。
調査項目は「企業の概要（設立年，従業員数，業種など）」「採用行動（大学院卒の採用の有無や
数など）」「処遇（大学院卒の賃金や昇進管理など）」「大学院のあり方に関する考え」に大別される。
アンケートは，『会社四季報』に記載されている上場企業の人事部と『全国NPO法人名鑑』に記載
されているNPO法人，官公庁の人事関係部署に2,480通が送付され，334通が回収された（回収率
13.5％）（８）。なお，本研究では民間企業における博士卒の処遇を探ることに主眼を置くため，分析
に使用するのは民間企業の属性を持つ241のものに限る。
このデータの利点は，理系の修士卒と博士卒の処遇を比較するかたちで人事部にアンケートが行
われているため，人事労務管理上の処遇の違いを計量的に把握できることにある。その一方でこの
データの限界は，第１に，サンプルサイズが241と決して大きくはなく分析に耐えうるかという問
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(8) 返送された334通の個票に書かれた事業形態の内訳は，民間企業（241），官公庁（1），財団法人・社団法
人・特殊法人（78），NPO・NGO等（6），その他（7），無回答（1）である。
表１　処遇プレミアム 
初任時プレミアム 
初任給プレミアム　 
初任配属プレミアム 
 
賃金プレミアム 
仕事プレミアム 
上昇プレミアム 
賃金上昇プレミアム 
昇進プレミアム　　 
出所：筆者作成。 
題があること（９），第２に，調査対象が上場企
業に限られることで，博士卒の活躍の場として
想定される範囲を限定しており，調査対象が妥
当かという議論の余地は残る。よって，本稿の
分析結果の解釈にあっては，このようなデータ
特性に留意する必要がある。
しかし，理系博士卒の処遇を修士卒との比較
から分析できるデータはなく，博士卒の処遇プ
レミアムを明らかにするために，このデータを
分析する価値は十分にあると考えられる。
最後に，調査対象企業の属性を把握しておく。
設立年を見ると，1949年以前に設立された企
業が60.2％，1950年代までに設立された企業
が80.9％であり，比較的歴史の長い企業が多
い（表２）。また企業規模に関しては，正規従
業員数1,000～4,999人の企業がもっとも多く
44.8％である（表３）。産業構成としては，製
造業の割合が53.9％であり，圧倒的に大きい
（表４）。
４　実証分析
博士卒の処遇プレミアムを分析するにあた
り，①初任給と賃金上昇率，②初任配属と賃金
上昇率，③初任配属と昇進のはやさについて，
それぞれクロス表を作成し，独立性の検定（カ
イ二乗検定とフィッシャーの正確検定の両方）
を行う。初任時プレミアム（初任給が高い，専
攻に近い初任配属）を説明変数，その後の上昇
プレミアム（賃金上昇率，昇進のはやさ）を被
説明変数とする。独立性の検定における帰無仮
説は，
H0：P0＝P1
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(9) ただし，分析に使用できるのは，質問項目に記入しているものに限られるので，実証分析においてサンプルサ
イズはさらに小さくなる。博士卒の処遇についての質問への回答状況は，「該当する者がいないので答えられな
い」と答えた企業が６割ほどになる。分析に使用できるデータのサンプルサイズは，80弱ほどになる。
 
表２　設立年 
％ 
出所：筆者作成。 
60.2 
20.7 
6.6 
6.6 
3.3 
1.7 
0.8 
100.0
度数 
145 
50 
16 
16 
8 
4 
2 
241
 
1949年以前 
1950年代 
1960年代 
1970年代 
1980年代 
1990年代 
N.A. 
　 合　計 
表３　正規従業員数 
％ 
出所：筆者作成。 
0.0 
0.4 
1.2 
10.4 
11.2 
20.7 
44.8 
5.0 
5.8 
0.4 
100.0
度数 
0 
1 
3 
25 
27 
50 
108 
12 
14 
1 
241
５人未満 
５～29人 
30～99人 
100～299人 
300～499人 
500～999人 
1,000～4,999人 
5,000～9,999人 
10,000人以上 
N.A. 
　　合　計 
 
表４　産業構成 
％ 
出所：筆者作成。 
0.4 
53.9 
5.4 
9.1 
8.7 
6.2 
0.8 
3.3 
4.6 
0.8 
4.1 
2.1 
0.4 
100.0
度数 
1 
130 
13 
22 
21 
15 
2 
8 
11 
2 
10 
5 
1 
241
農林水産業・鉱業 
製造業 
運輸・通信 
建設業 
商業 
金融・保険 
電力・ガス 
不動産・倉庫 
コンサルティング 
マスコミ 
その他サービス 
その他 
N.A. 
　　　合　計 
となる。この場合，P0は初任時プレミアムのない場合の上昇プレミアムを，P1は初任時プレミア
ムのある場合の上昇プレミアムを表す。
（1）初任給と賃金上昇率
博士卒の処遇プレミアムを確認するために，まず初任給とその後の賃金上昇率に関して，博士卒
と勤続３年の修士卒との比較を行なう（10・11）。
分析結果は，表５に示している。博士卒の初任給が勤続３年の修士卒の賃金よりも高い（Wd >
Wm＋３）と答えた企業は76社中21社（27.6％），博士卒の初任給が勤続３年の修士卒の賃金と同じ
（Wd = Wm＋３）と答えた企業は38社（50.0％），博士卒の初任給は勤続３年の修士卒の賃金より低
い（Wd < Wm＋３）と答えた企業は17社（22.4％）となった。初任給プレミアムがある企業は３割
に満たない。
一方，賃金上昇率について，博士卒の方が修士卒より高い（D > M）と答えた企業は76社中17
社（22.4％），博士卒と修士卒は同じ（D = M）と答えた企業は56社（73.7％），修士卒の方が博
士卒より高い（D < M）と答えた企業は３社（4.0％）となった。賃金の上昇プレミアムがある企
業も３割に満たない。
しかし，博士卒の初任給が勤続３年の修士卒の賃金よりも高い企業のうち，賃金上昇率が修士卒
より博士卒の方が高い企業は21社中の12社（57.1％）である一方，博士卒の初任給と勤続３年の
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(10) 初任給について，調査では「博士課程卒業者の初任給を勤続３年の修士課程卒業者の給与と比較した場合，ど
れに該当しますか」という質問に続き，「01 博士課程卒業者の初任給の方が高い」「02 両者同じである」「03 勤
続３年の修士課程卒業者の給与より低いが，修士課程卒業者の初任給より高い」「04 修士課程卒業者の初任給と
同じである」「05 該当する者がいないので答えられない」という選択肢が用意されている。分析においては，選
択肢03と04は統合している。サンプルサイズが小さく，セル数が多くなると各セルに入る観測度数が小さくな
り分析が不安定になるなど技術的な問題に対処するためである。また，選択肢05は分析から除外している。
(11) 賃金の上昇について，調査では「博士課程卒業者と勤続３年の修士課程卒業者について，35歳までの給与の
上昇率を比較した場合，どれに該当しますか」という質問に続き，「01 平均して博士課程卒業者の給与の上昇率
の方が高い」「02 両者同じである」「03 平均して修士課程卒業者の給与の上昇率の方が高い」「04 該当する者が
いないので答えられない」という選択肢が用意されている。選択肢04は分析から除外している。
表５　博士卒の初任給と賃金上昇率 
D > M
12 
57.1 
2 
5.3 
3 
17.7 
17 
22.4
D ＝ M
8 
38.1 
35 
92.1 
13 
76.5 
56 
73.7
D < M
1 
4.8 
1 
2.6 
1 
5.9 
3 
4.0
合計 
21 
100.0 
38 
100.0 
17 
100.0 
76 
100.0
初任給 
Wd > Wm+3
Wd = Wm+3
Wd < Wm+3
　合計 
　　　Pearson chi2 (4) = 22.2337　Pr = 0.000 
　　　Fisher’s exact = 0.000 
　出所：筆者作成。 
賃金上昇率 
修士卒の賃金が同じ企業，あるいは博士卒の初任給が勤続３年の修士卒の賃金より低い企業では，
賃金上昇率が修士卒より博士卒の方が高い企業はそれぞれ38社中２社（5.3％）と17社中３社
（17.7％）である。独立性の検定の結果，帰無仮説は棄却されており，初任給プレミアムがある企
業において，賃金上昇プレミアムが発生することが確認される。
（2）初任配属と賃金上昇率
次に初任配属と賃金上昇率の関係をみる（表６）（12）。初任配属の時点で，博士卒を修士卒に比べ
て専攻に近い部門に配属すると答えた企業は71社中31社（43.7％）であり，初任配属に関する差
はないと答えた企業は40社（56.3％）であった。４割強の企業において博士卒の専門性を入社時
点から活かせるような配置が行なわれていることがわかる。
また，博士卒を専攻に近い部門に配属する企業のうち，その後の賃金上昇率が修士卒より博士卒
の方が高いとする企業は31社中の11社（35.5％），初任配属に関する差のない企業でのそれは40
社中の５社（12.5％）である。独立性の検定の結果，帰無仮説は棄却されており，初任配属プレ
ミアムがある企業においても賃金上昇プレミアムが発生することが確認される。
（3）初任配属と昇進のはやさ
最後に初任配属と課長への昇進年齢の関係をみる（表７）（13）。現在の課長クラスの者のなかで
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(12) 初任配属について，調査では「博士課程卒業者と修士課程卒業者の配属に差はありますか」という質問に続き，
「01 博士課程卒業者の方が最初から専攻に近い部門に配属されている」「02 博士課程卒業者は，多少なりとも専
攻に近い部門に配属されている」「03 初任配属では差はないが，その後異なる職種に就く傾向にある」「04 配属
に関する差はない」「05 該当する者がいないので答えられない」という選択肢が用意されている。注10と同様
に，技術的な問題に対処するため，選択肢01と02，03と04は統合して分析している。選択肢05は分析から除
外している。
(13) 昇進について，調査では「現在課長クラスの者のなかで博士課程卒業者と修士課程卒業者の平均年齢を比較し
た場合どのようになると思いますか」という質問に続き，「01 博士課程卒業者の方がかなり若い」「02 博士課程
卒業者の方が若い」「03 ほとんど同じ」「04 修士課程卒業者の方が若い」「05 修士課程卒業者の方がかなり若い」
「06該当する者がいないので答えられない」という選択肢が用意されている。注10・12と同様に，技術的な問
題に対処するため，選択肢01と02，04と05は統合して分析している。選択肢06は分析から除外している。
表６　博士卒の初任配属と賃金上昇率 
D > M
11 
35.5 
5 
12.5 
16 
22.5
D ＝ M
18 
58.1 
35 
87.5 
53 
74.7
D < M
2 
6.5 
0 
0.0 
2 
2.8
合計 
31 
100.0 
40 
100.0 
71 
100.0
配属 
専攻に近い 
差はない 
　合計 
賃金上昇率 
　　　Pearson chi2 (2) = 8.7018　Pr = 0.013 
　　　Fisher’s exact = 0.011 
　出所：筆者作成。 
博士卒と修士卒の平均年齢を比較した場合，博士卒の方が若い（D < M）と答えた企業は55社中４
社（7.3％），ほとんど同じ（D = M）と答えた企業は48社（87.3％），修士卒の方が若い（D > M）
と答えた企業は３社（5. 5％）となった。
先の２つの分析よりサンプルサイズが小さくなるが，独立性の検定の結果，帰無仮説は棄却され
ず，初任配属プレミアムは課長昇進プレミアムを生まないことがわかる。
（4）分析結果の解釈
初任給とその後の賃金上昇率については，初任給プレミアムがある企業の方がその後，賃金の上
昇率が高いことが確認できた。賃金カーブの切片が高い場合，傾きも急であるという統計的事実は，
博士卒の修士卒に対する賃金における優位性を示している。
また，初任配属とその後の賃金上昇率が関係していた。この分析結果からは，博士卒という学歴
が一定の能力の代理指標となっており，その知識や技能が活かせる部門に配属されると，いくらか
のOJTを通じて，無駄なく自身の生産性を高めることができ，結果として高い賃金を獲得できると
いうことが推察される。
以上２つの分析結果から，博士卒の処遇プレミアムを説明するのに人的資本理論と仕事競争モデ
ルのどちらがより適合的と考えられるだろうか。博士卒の初任給が勤続３年の修士卒の賃金よりも
高い場合，その後の賃金上昇率も高くなるという事実は，一見，人的資本理論のあてはまりの良さ
を示すような結果であるが，２節で考察した通り，賃金の上昇は人的資本理論では十分に説明しき
れず，加えて，初任給が高いことがなぜその後の賃金の上昇を生むのかの理由づけも明確にできな
い。
このことは，初任配属と賃金上昇率の分析結果に鑑みると，博士卒の賃金プレミアムは，その知
識・技能が十分に活かせる仕事が配分され，OJTの機会を効率的に消化した後に高まった生産性の
結果である可能性が大きい。それは，表８からも説明が可能である。表８は，表５に初任配属の変
数を織り交ぜて作成した３変数のクロス表である。博士卒の初任給が勤続３年の修士卒の賃金より
も高く，その後の賃金上昇率も修士卒より博士卒の方が高い企業は12社あるが，そのうちの８社
は初任配属において博士卒を専攻に近い仕事に就けている。初任給が高い企業は初任配属において
も博士卒の処遇を考慮しているといえるだろう。逆に，賃金上昇率が修士卒と同じ企業の場合，初
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表７　博士卒の初任配属と昇進 
D < M
3 
12.5 
1 
3.2 
4 
7.3
D ＝ M
19 
79.2 
29 
93.6 
48 
87.3
D > M
2 
8.3 
1 
3.2 
3 
5.5
合計 
24 
100.0 
31 
100.0 
55 
100.0
配属 
専攻に近い 
差はない 
　合計 
課長昇進年齢 
　　　Pearson chi2 (2) = 2.5673　Pr = 0.227 
　　　Fisher’s exact = 0.331 
　出所：筆者作成。 
任配属において「差はない」とする企業が「専攻に近い」とする企業よりも多い傾向にあることが
わかる。その後の賃金の上昇を説明するには，仕事競争モデルが一定の妥当性を持つといえるだろ
う。
しかし，初任配属と課長昇進の関係では，博士卒と修士卒の間で有意な差は確認されなかった。
理系高学歴人材は，企業内研究者であることが多く，一般的に昇進してマネジメント層に加わる人
材ではなく，専門職として企業内で処遇されていることがこの結果につながっていると予測できる。
本研究で使用したデータにはそのことを明確に確認できる情報がなく，この点の解明は今後に残さ
れた課題である。
おわりに
本研究で得られた知見をまとめると次のようになる。第１に，博士卒の初任給が勤続３年の修士
卒の賃金よりも高い企業においては，その後の賃金上昇率も博士卒の方が高いことが有意に確認さ
れた。博士卒の賃金カーブの切片の高さが修士卒のそれよりも高い場合，傾きも急である。
第２に，博士卒の初任配属が専攻に近い場合，その後の賃金上昇率も博士卒の方が高いことが有
意に確認できた。博士卒の採用は必ずしも多くないということはあるが，博士卒に専攻に近い仕事
が配分されれば，OJTを通じて無駄なく生産性を高めることができ，その後に賃金上昇プレミアム
が発生するということができる（14）。
第３に，しかし，初任配属と昇進の関係はなかった。博士卒の生産性の高まりの結果は，賃金上
昇プレミアムとしては発生するが昇進プレミアムとしては発生しない可能性がある。それは，理系
高学歴人材が企業内ではマネジメント層ではなく専門職として期待され，そのように処遇されてい
るからと推測される。ただし，この点の解明については，本研究では情報を得ることができないの
で，今後の課題となる。
ここまで，企業が博士卒をどのように処遇しているのかという視点から分析を進めてきたが，本
研究の分析結果から得られる博士卒のキャリア形成への合理的示唆は次のようなものである。すな
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(14) 日本経済団体連合会（2007）の調査結果の知見⑤から，博士卒の賃金は「業績評価が基本」であれば，専攻
に近い部門での仕事の方がより高い業績をだしやすく，結果として賃金が高まるといえよう。
表８　博士卒の初任給・初任配属・賃金上昇率 
初任給 
Wd > Wm+3
Wd = Wm+3
Wd < Wm+3
D > M
専攻に近い 
8 
1 
2
差はない 
4 
 
1
D ＝ M
専攻に近い 
3 
13 
2
上段：賃金上昇率　下段：初任配属 
差はない 
5 
18 
11
D < M
専攻に近い 
1 
 
1
差はない 
 
 
　出所：筆者作成。 
わち，初任給が勤続３年の修士卒の賃金よりも高い企業，あるいは初任配属において専攻に近い部
門への配属を考慮してくれる企業に就職することがより大きな賃金プレミアムを確保する条件にな
るということである。初任給と初任配属が賃金カーブの傾きに関係しているということから，企業
の入口における処遇のあり方は，その後の長期にわたるキャリア形成に重要な意味をもっていると
いってよい。
しかし，多くの高学歴者がそれにふさわしいとされる仕事に就けない状態は，マクロ経済レベル，
企業レベル，個人レベルのいずれで見ても潜在的に大きな損失をともなう教育過剰の状況といえる。
この問題の解決のためには，個々人のキャリア形成戦略だけではなく，労働需要に沿った労働供給
の調整，企業の人事労務管理における仕事の配分など，政府や企業も政策的・制度的に考える必要
のあることは多いだろう（15）。
最後に，残された課題を述べて結語としたい。本研究の分析では，博士卒の採用についての決定
要因がわからないという限界がある。その意味では，本研究は「採用された限りにおいての博士卒
の企業内処遇プレミアム」の分析となる。今後，この分野の研究を遂行していく上では，採用・配
属・初任給・異動・賃金上昇率・昇進と企業内キャリア形成を取り巻く重要な契機を一貫してとら
えることのできる調査と分析が必要になってこよう。この残された分析課題については，今後も実
証研究を積み重ねることで答えていきたいと考えている。
（ひらお・ともたか　愛媛大学教育・学生支援機構講師）
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